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会議名 東京都板橋区特別職報酬等審議会 

開催日時 平成28年11月11日（金） 午後2時から午後3時20分まで 

開催場所 板橋区役所南館4階 災害対策室AB 

出席者 《委員》  天野久会長 内田耕正委員 大森斉貴委員 小林英子委員 佐藤美知雄委員  

白井陽子委員（職務代理者） 中城剛志委員 樋口茂委員 山田勉委員 

《事務局》 堺由隆総務部長 菅野祐二総務課長 

杉山達史文書係長 

《行政委員会及び監査委員事務局》 

寺西幸雄事務局次長（教育委員会事務局） 

七島晴仁事務局長 日原徹選挙担当係長（選挙管理委員会事務局） 

中村一芳事務局長（監査委員事務局） 

丸山博史事務局次長 古田誠庶務係長（区議会事務局） 

会議の公開に

ついて（傍聴） 

公開（傍聴できる） 

部分公開（部分傍聴できる） 

非公開（傍聴できない） 

議題等 区長、副区長、教育長及び常勤監査委員並びに区議会議員及び行政委員の報酬等の額の適否に

ついて 

配付資料 東京都板橋区特別職報酬等審議会関係資料 

平成２７年度一般会計決算の状況 

諮問書（写）  

答申書案 

所管課 総務部総務課文書係 電話03(3579)2054 

審議等の状況 「委嘱式」 

 審議会に先立ち、委員の委嘱を行った。 

（区長から委嘱状伝達）  

部長  「特別職報酬等審議会」は、区長等特別職の報酬等の額の適否につきまして御審議い

ただくため、少なくとも毎年１回開催させていただいております区長の附属機関でござ

います。 

    また、「政務活動費審議会」は、区議会議員の政務活動費の額について審議するため

設置される、同じく区長の附属機関となってございます。「特別職報酬等審議会」の委

員の皆様に兼務していただくことになります。 

    ここで、区長より御挨拶を申し上げます。 
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区長  皆様、こんにちは。大変お忙しい中、今日は特別職報酬等審議会並びに政務活動費審

議会委員に御就任いただきまして、まずもって感謝を申し上げます。誠にありがとうご

ざいます。 

    この審議会につきましては、区長、副区長、また、区議会議員の報酬等に加えまして、

教育委員会、選挙管理委員会等を始めとした行政委員会の委員の報酬等について、御審

議いただくために開催するものであり、大変重要な審議会であります。 

    皆様には、広い識見、また高い専門性からの御意見をいただくため、御就任をいただ

きましたので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

    さて、板橋区においては、昨年、区の将来像を「未来をはぐくむ緑と文化のかがやく

まち“板橋”」とする基本構想を掲げまして、平成２８年度を初年度といたします「板

橋区基本計画２０２５」を作成いたしました。 

    現在、本計画の目標達成に向けまして各種の施策を展開しているところでありますが、 

今後とも、『東京で一番住みたくなるまち』として評価されるまちをめざし、様々な施策 

を展開していく所存でございます。 

    さて、日本経済の話でございますが、新興国経済の減速や個人消費の低迷等によりま

して、景気の足踏み状態が長期化している状態です。しかし、内閣府がまとめた１０月

の月例経済報告によりますと、世界経済の下振れリスクはあるものの、国内の雇用・所

得環境の改善傾向が続くなかで、各種政策の効果がございまして、景気は緩やかな回復

基調に向かうことが期待されているという状況でございます。 

  区財政につきましては、このような堅調な経済動向を背景にいたしまして、特別区交

付金、特別区民税を含めた歳入環境は改善をしておりますが、中長期的には人口減少並

びに超高齢社会への対応、公共施設や社会資本の再構築などの長期的な課題に対応して

いくため、引き続き健全な財政基盤の確立に向けて努力をしていく所存でございます。 

    本日の御審議の結果につきましては、十分に尊重してまいりますので、皆様の自由

かっ達な御意見をお聞かせいただければと存じます。どうぞよろしくお願い申し上げ

ます。 

部長  それでは、引き続きまして、役員の選任をお願いしたいと思います。 

（会長と職務代理者の選任） 

審議会委員の互選により会長が決定 

会長の指名により、職務代理者が決定 

（委嘱式終了） 
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「審議会」 

部長  それでは、委嘱式に引き続きまして、ただいまから平成２８年度の審議会を開催いた

します。 

    なお、本日は、「特別職報酬等審議会」のみ諮問させていただきます。「政務活動費審

議会」の諮問はございません。 

    早速ではございますが、審議会に入る前に、坂本区長から、諮問書を天野会長へお渡

しいたします。 

（区長から会長へ諮問書の伝達） 

部長  それでは、この後の会議の進行は天野会長にお願いしたいと思います。 

    なお、区長は、この後、一旦、退席させていただきます。 

（区長退席） 

会長  それでは、審議会を始めます。 

    我々は、社会経済環境が大変厳しく、また目まぐるしく変化している状況を踏まえつ

つ、特別職報酬等の額の適否について審議する機能を担っているわけであります。 

    会の運営につきましては、自由かっ達な意見交換ができるよう非公開となっておりま

す。 

    会議録については、各委員の名前を伏せて、要旨を公開します。 

 審議会の運営につきましては、公平迅速な進行に努めてまいる所存でございます。 

    御審議に御協力いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

    それでは、審議に入りたいと思います。 

    初めに、書記であります総務課長から、諮問内容及び資料について説明を願います。 

課長  それでは、皆様、こちらの冊子の資料を御覧いただきたいと思います。 

    ２ページをお開きいただきたいと思います。 

    こちらが、１０月１１日に発表されました平成２８年特別区人事委員会勧告のポイン

トでございます。 

    これは区職員の給与等を決定するためのものでございます。 

    月例給、特別給ともに３年連続の引上げの改定となっているものでございます。 

    それでは、（１）月例給でございます。 

    一般的にはベースアップと呼ばれているものでございますけれども、公民較差（５８

４円、０．１５％）を解消するため、給料表を改定するものでございます。すなわち、

民間給与が５８４円、職員給与を上回っているということで、職員給与を０．１５％引

き上げるものでございます。 
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    次に、（２）特別給（期末手当・勤勉手当）でございます。 

    こちらは、いわゆる「ボーナス」でございます。 

  民間の支給月数が０．１月分、職員支給月数を上回っているため、職員支給月数を現

行の４．３月分から４．４月分に引き上げるものでございます。これにより職員の平均  

年間給与は約５万１，０００円の増額となるものでございます。 

    項番２が、平成７年からの特別区人事委員会勧告の推移でございます。後ほど、御覧

いただければと存じます。 

    では、お隣、３ページに進ませていただきます。改定案でございます。 

  １、給料・報酬月額でございます。 

 改定案は「据え置く。」となってございます。 

    下に理由が記載されておりますけれども、６ページ、７ページの表を用いて説明させ

ていただきます。 

    恐れ入りますが、６ページ、７ページをお開きいただきたいと思います。 

    ６ページ。まず、こちらが平成７年からの特別職報酬等月額推移でございます。 

    平成７年に現在の報酬等月額が定められ、その後、財政状況等により、平成９年度、

１５年度、２５年度に、それぞれ減額措置が行われておりますが、条例の本則につき

ましては据え置かれたままになっております。現在は減額措置が解除となっておりま

す。 

    減額措置の内容につきましては、下段の表のところにございますので、後ほど御覧い

ただきたいと思います。 

    次に、報酬月額を据え置くことについての説明に入らせていただきます。 

    資料はございませんけれども、報酬月額につきましては、一般職員と同様に、生活給

的側面を持ち、かつ常勤で、人事委員会勧告を考慮する区長等、４人の特別職及び区議 

会議員、それから、人事委員会勧告を余り考慮しない非常勤の行政委員を分けて考察す

る必要がございます。 

  まず初めに、人事委員会勧告を考慮すべき区長等について考察をいたします。 

    お隣、７ページをご覧ください。 

    人事委員会勧告、給与勧告の推移と給与指数の変化でございます。 

    上段、左側を御覧いただきたいと思います。平成７年の給与指数、こちらが１，００

０‰になってございます。 

    この後、毎年の人事委員会勧告を反映した数値が年度ごとに掲載されておりまして、

今回、平成２８年度の人事委員会勧告０．１５％を反映したものが、一番下の右側で
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ございますけれども、給料指数は９９８．１５１３２４となっております。こちらを

１，０００‰と比較しますと、約１．８‰マイナスとなってございます。 

    これは平成７年当時の水準にまだ達していないということを意味してございます。 

    一方、区長等特別職につきましては、平成７年以降、条例本則は変えておりませんの

で、ここでの指数は、現在も１，０００‰のままということになっております。 

    したがいまして、今回の勧告を反映した一般職員と比較しても、なお、区長等特別職

の方が１．８‰上回っているということになります。 

    よって、今回の人事委員会勧告のうち、月例給の部分につきましては、区長等には反

映しないこととし、据え置くという改定案でございます。 

    ８ページ以降は、毎年お示ししている表となりますけれども、もう一方、非常勤の行

政委員について考察いたします。 

    非常勤の行政委員につきましては、平成２３年に本審議会の答申を受けまして、平

成２５年４月１日に特別区の平均額を上回るものについて報酬の引下げを行った経 

緯がございます。 

  では、１０ページをお開きいただきたいと思います。 

  教育委員会でございます。 

    板橋区の部分が網掛けとなってございますので御覧いただきたいと思いますが、ま

ず、職務代理が２５万９，０００円、委員が２４万３，０００円となってございます。 

    お隣、１１ページにお進みください。 

    選挙管理委員会でございます。 

    委員長が２９万３，０００円、職務代理２５万９，０００円、委員が２３万９，００

０円となっております。 

    次、１枚おめくりいただきまして、１２ページでございます。 

    こちらは監査委員でございます。 

    常勤の代表監査委員は７４万４，８００円。 

    なお、地域手当が該当する区長、副区長、教育長、常勤代表監査委員につきましては、

地域手当を含めた金額でお示ししております。 

    お隣、１３ページになりますが、非常勤監査委員のうち、識見者が３０万３，０００

円、同様に、区議会議員が１４万９，０００円となっております。 

    １４ページにお進みください。 

    農業委員会でございます。 

    会長は４万６，０００円、職務代理が３万５，０００円、委員が２万７，０００円と
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なってございます。 

    非常勤行政委員の月額報酬につきましては、先ほども申し上げたとおり、本審議会の

答申を受けまして、平成２５年４月１日に改正したばかりでございます。今後とも、他

区の報酬額の動向を見守る必要があるため、据え置くという改定案でございます。 

    恐れ入りますが、また、３ページまでお戻りいただきたいと思います。 

    下の方、２番、期末手当でございます。 

    年間支給月数を０．１月分引上げ、現行の３．４５月から３．５５月になるものでご

ざいます。 

    下の理由といたしましては、特別職等の期末手当の支給月数につきましては、平成

１８年度以降、人事委員会勧告における一般職員の支給月数の増減率に比例し、改定

をしてきたところでございます。 

    したがいまして、今回におきましても、一般職員の引上げ率と同様に引き上げるとい

うものでございます。 

    計算式が出ておりますけれども、まず、一般職員の期末・勤勉手当の引上げ率につき

ましては、現在４．３月分を、今回０．１月分上げますので、その割合が２．３３％と

なります。 

    この数字を使って、特別職の引上げ月数を計算いたしますと、現行の３．４５月に

２．３３％を掛け合わせ、０．０８０３９月ということで、０．１月という形になり

ます。 

    したがいまして、改定後の支給月数は、現行の３．４５月に０．１月加えまして、

３．５５となるものでございます。 

    では、次の４ページをお開きいただきたいと思います。 

    こちらは期末手当年間支給月数の推移でございます。 

    特別職等につきましては上段に出ておりまして、平成１７年度から平成２７年度まで

の経緯が示されてございます。 

    下の一番右側、平成２７年度のところをご覧いただきますと、現在３．４５月という

ことでございまして、改定案は、これに０．１月を加えますと３．５５となるものでご

ざいます。 

    お隣、５ページを御覧いただきたいと思います。 

    こちらは、期末手当を０．１月改定した場合の影響額についてでございます。 

    一番上、（１）現行の３．４５月の期末手当、年収は表のとおりでございます。 

    （２）真ん中の表でございますけれども、０．１０月引き上げた後を計算いたします
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と、現行額との差額は、一番右側の記載の額となるものでございます。 

    最後、（３）全体の影響額でございますけれども、こちらにつきましては、一番下、

合計の欄を見ていただきますと、４７３万２，６６３円という形になるものでございま

す。 

    恐れ入りますが、もう一度、３ページに戻っていただきます。 

    一番下でございます。 

    改定の実施時期でございます。 

    改定の実施時期は、一般職員と同様といたします。 

    続きまして、次は資料の説明になりますけれども、１５ページでございます。 

    １５ページ、こちらにつきましては２３区の各区の期末手当支給月数の一覧となって

いるものでございます。 

    もう１枚おめくりいただきまして、１６ページを開いていただきたいと思います。 

    こちらは各区の退職手当支給月の一覧となってございます。御参照いただければと思

います。 

    それから、１７ページから２１ページまでが各行政委員の活動内容というふうになっ

ているものでございます。 

    続きまして、２２ページ、２３ページを御覧いただきたいと思います。 

    こちらにつきましては、行政委員会の委員の報酬に関する条例改正の概要でございま

す。 

    こちらにつきましては、若干説明させていただきたいというふうに思います。 

    ２２ページを御覧いただきたいと思いますけれども、まず、改正の背景でございます

けれども、実は、これは杉並区で起きた事件が発端となっているものでございますけれ

ども、真ん中の括弧書きの訴訟事件の具体的内容というところを御覧いただきたいと思

いますけれども、まず、杉並区選挙管理委員が、平成２２年５月８日に脳出血により緊

急入院し、その手術を受け、療養を続けておりました。同年１０月２５日付で健康上の

理由により辞職いたしました。 

 この間、平成２２年５月１日から同年１０月２５日までの間、選挙管理委員会の定例

会等を全て欠席していたというところでございますけれども、平成２２年５月から１０

月までの間、月額２４万２，０００円の６カ月分、１４５万２，０００円の支給を受け

ていたということに対して、いわゆる裁判が起こされたというものでございます。 

    １番、改正の背景を見ていただきたいと思いますけれども、こういった疾病により勤

務実績が存在しなくとも報酬の全額支給を認める条例の規定については、地方自治法の
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趣旨に反し、議会の裁量権を逸脱する違法なものであるとして、杉並区長に対し、不当

利得返還請求権の行使を怠ることが違法であることの確認を求めるとともに、杉並区長

に対し、報酬相当額の支払いの請求を求めて、住民訴訟が提起されたものでございます。 

    これを受けまして、昨年１１月１８日でございますけれども、最高裁におきまして、

「行政委員会の委員の報酬等に関する条例において、疾病等により勤務実績がなく、職

務を遂行することができない者に対して、報酬を支給しない規定がないため、報酬を支

給せざるを得ないことは、地方自治法の規定に反するため、本件条例自体を違法、無効

とする」との判断が下されたものでございます。 

    ２の経過でございますけれども、こうした最高裁判所の判断を受けまして、板橋区と

いたしましては、平成２８年第２回板橋区議会定例会に条例改正案の提出を行いまし

て、同６月２２日の本会議において、原案のとおり可決されたという内容でございます。 

    改正の概要でございますけれども、３番でございます。 

    （１）疾病等により委員の職責を果たせないと認められる場合でございます。 

    この場合につきましては、「委員長等及びその他の委員が、疾病等により月の初日か

らその月の末日までの間にわたり、その職責を果たすことができないと認められるとき

は、その月分の報酬を支給しない。」という規定を新たに加えたものでございます。 

    それから、もう１点。 

    （２）月額をもって定められた報酬を受ける委員が死亡した場合でございます。 

    これまでは、「委員長等及びその他の委員が死亡によりその職を離れたときは、その

月の末日まで当該職に在職したものとみなして報酬を支給する。」という規定がありま

したけれども、それを削除いたしまして、第４条第３項に「委員長等及びその他の委員

が任期満了、辞職、失職、解職等によりその職を離れたときは、その日まで報酬を支給

する。」という規定に、「死亡」というものを加えたものでございます。すなわち、死亡

のときは、月割りではなく、日割り、日額で報酬を支給するというものに条例改正を行

ったものでございます。 

    お隣、２４ページには、この条例が記載されております。 

    ２６ページまでが、その関係の資料となってございます。 

    ２７ページ以降につきましては、本審議会の、これまでの開催経緯及び条例本文が掲

載してございますので、御参照いただければと思います。 

    それから、その他の資料といたしましては、板橋区の財政状況として、平成２７年度

の一般会計決算の状況を載せさせていただいております。 

    雑駁ではございますが、説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 
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会長  ただいま、事務局から説明がありました。質問、意見がございましたら、御発言願い

ます。 

    御意見、質問はございませんか。 

委員  初めて委員を仰せつかりましたので、まだ十分に承知できない部分がございます。 

    その点を前置きして聞いていただきたいと思うのですが、この資料を見ますと、人事

委員会勧告に大変疑問を持つのです。 

    資料のページ２、平成７年から２７年まで、どういう答申があったかということが出

されています。２１年間の経過がここに記されております。 

    １５回は引下げで、そのほかに改定なしというのがかなりあるわけです。これ自身が、

私にとっては大変不可解なのです。なぜ引下げなのか。 

    特にこの点に絞って、簡単でいいですから、人事委員会勧告の主たる理由ですね、そ

れが明示されていたらお聞かせいただきたいと思うのです。 

    突飛な質問をしているかもしれませんから、資料がなければ結構ですけれども、あり

ましたら説明してください。 

課長  人事委員会勧告が下がり続けている理由ということでございます。 

    皆さん御承知のとおり、平成７年といいますと、ちょうどバブル経済が崩壊して間も

ないころでございまして、このころから、いわゆる失われた１０年、２０年と言われる

時代が、日本経済には続いたわけでございます。 

    そういったバブル経済が崩壊して、いわゆる日本経済が低迷していることを受けた、

民間賃金に連動した形で公務員の給料についても引下げが行われたという一面と、それ

から、平成２１年以降の△につきましては、いわゆるリーマンショックということであ

ります。 

    リーマンショックによりまして大変大きな経済的な打撃を受けたわけでございます

けれども、それと連動する形で、民間給料、そして公務員給料という形で引下げが行  

われたのではないかというふうに我々は理解しているところでございます。 

委員  もうちょっと詳しくお聞きできればと思うのですが、また勉強させていただきます。 

    それで、かなり荒っぽい議論というか、意見になるかもしれませんけれども、今、議

論になっている特別職にしてもそうですが、一般国民の生活が楽な方向に、いい方向に

向かっているのだろうか、どうなんだろうか、ここに関心を持たざるを得ないわけです。 

    手元に総務省発表の資料があるんですけれども、二人以上世帯のうち、勤労者世帯の

実質可処分所得が３０年前以下の水準に、今現在は落ち込んでいると、こういう資料が

あるんです。 
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    これは、ここのところ、数日のうちに私は調べたので、びっくりしているんですね。 

    なぜ可処分所得がそんなに下がっているのだろうということも、率直に総務省の資料

は触れているので、その要因の１つは実収入が減っているということを、どんぴしゃり

と言っているわけなのです。これでは話にならない、実収入が減っているのだから。給

料が減っているということですからね。 

    ここに対比がありまして、１９９７年の５９万５，２１４円を頂点に、去年、２０１

５年は、５２万５，９５５円と、７万円近くも下がっているという資料を出しているの

です。 

    こういうことを考えたら、私は、国民の暮らしが豊かになっている、ゆとりが出てい

るというふうには言えないのだろうなと。これと、私は、人事委員会勧告とを結びつけ

たくなるわけです。おかしいのではないかというふうに思わざるを得ないんです。 

    そこで、さらにこの２点を強調しているのですが、非消費支出の増大も可処分所得を

減らしていると。これも具体的な数字を言っていますけれども、とりわけ公的年金保険

料、それから健康保険料など、社会保険料が上がってきている。これが圧迫していると

いうふうに指摘しているわけです。 

    それから、物価上昇が響いているということを言っています。消費税も言うに及ばず、

大きく影響していますよということを、ここで述べています。 

    こういうことを考えた場合に、私は、報酬審議会の中で、人事委員会勧告そもそもの

妥当性、これについても研究しなければならないのではないかと、こういうふうに思う

のです。 

    人事委員会勧告が、私は、結論を言ってしまえば、妥当ではないというふうに思うの

です。もっと実態を反映すべきだと私は思うのです。 

    そのことについて、何か御見解があったら聞かせてくださいますか。 

課長  確かに、区内の中小企業を初め、厳しい状況が続いているというふうな認識はござい

ます。 

    ただ、一方で、人事委員会勧告というものは、都内の様々な企業、今で言うと５０人

以上の企業を対象に調査しておりまして、そういったサラリーマンの賃金実態ですと 

か、それから社会経済情勢を反映している一定の数字であろうということで、我々は、

それは大きく認めなければならないというふうに認識を持ってございます。 

    そういった観点から、今回、期末手当の部分については、このような形になるという

ことで御提案させていただいているところでございます。 

委員  言っていることが突飛だから、馴染まないかもしれないし、私の不勉強かもしれない
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ですから、この話題は、これ以上申し上げるつもりはありませんけれども、今言ったよ

うなことを背景に考えてみるときに、私は、結論を急ぐわけではございませんけれども、

諮問どおり答申することが妥当だというふうにいたします。 

会長  ほかに、ございませんか。 

委員  私も、今回初めてですので、様々な資料を拝見させていただきました。 

    こういうのを見るのは初めてなんですけれども、区民の大事な税金を使うので、細か

いところになりますけれども、教えていただければと思います。 

    地域手当というのがありますが、これは、板橋の場合は１２％というふうに、５ペー

ジに書いてあります。 

    区長、副区長、教育長、代表監査、常勤監査の方には地域手当が１２％ついていると

いうとなんですが、この１２％というのは私も初めて知りまして、ほかの区の区長さん

を見ていますと、必ずしも１２％ではないのですが、板橋の場合は、この１２％という

のをどういうふうに決めたのか、最初に１点お願いしたいのですけれども。 

課長  何ページですか。 

委員  区長の月額表がありますよね。「月額」の隣に「地域手当」というのがありますよね。 

    その地域手当のパーセントが、人事委員会勧告ですと１８％ぐらいなのですかね。板

橋の場合は１２％とありますが、各区長さんを見てみますと、必ずしも１２％が２３区

で統一されていないので、その辺の理由と、１２％という決めた理由を教えてください。 

課長  地域手当についてのお尋ねでございます。 

    実は、地域手当につきましては、我々職員も、特別職の皆さんも、平成１８年度まで

は同じ１２％という数字でございました。 

    その後、人事委員会勧告によりまして、地域手当は１８％まで段階的に上げますよと

いう方針が打ち出されまして、我々一般職員は段階的に地域手当が上がりました。その

分、上がった分の同額の本俸を下げるということで、トータルとしては同じように勧告

がなされて、それがずっと行われてきました。１８％で一旦落ちついたんですけれども、

その後、今現在は、一般職員は２０％という形になってございます。 

    それで、特別職の皆さんについては、平成１８年当時、１９年度の人事委員会勧告が

出る前につきましては、一般職員の地域手当に準ずるという方針でしたので、一般職員

の地域手当が１２％から１３％、１４％と上がっていくと、区長さん等の地域手当も連

動するという仕組みだったんです。 

    そうすると、本体そのものの、本俸の部分については同時に下げるという方式がな

かったわけですから、一方的に上がっていってしまうということで、１２％で固定し



 12 

ましょうということで条例改正をした経緯がございます。それで、ずっと１２％とい

う形をとっているのが板橋区のやり方ということでございます。 

    それと、ほかの区との違いと申しますと、他区の場合では、４区ぐらいで職員と同じ

ような形で連動させている区もありますけれども、総体として、その場合は本俸を下げ

ておりますので、地域手当と本体の給料、両方合わせた数字で比較していただけると、

ちょうど分かりやすいのかなというふうに思ってございます。よろしいでしょうか。 

会長  よろしいですか。 

委員  １０ページなのですが、千代田、港、文京、中野は地域手当がないのですが、他区の

ことなのですが、もし分かりましたら教えてください。 

課長  個別に各区にあたっているわけではありませんけれども、支給を廃止している区が、

千代田、港、文京、中野ということで、４区ございますけれども、恐らくは、そういっ

た一般職員が、１％ずつ段階が上がっていくことに準じて、本俸を直さなくてはいけな

いというようなところから、一旦、そういった支給をなくしまして、全部、本俸でとい

う考えになったのかもしれません。 

委員  それから、１１ページですが、選挙管理委員会で職務代理がいないところが２３区中

１５あります。職務代理のいない区が１５区あるのですが、板橋は職務代理がおります

が、こういう状況の中で、板橋区として、この辺はどうなんですか、将来的には。 

選挙管理委員会事務局長   

職務代理を置いているところと、置いていないところがあるんですけれども、各区の

実態の把握はしていません。 

    ただ、委員長が欠けた場合には、どうしても代わりの者が必要になると思いますので、

月額報酬が決まっているか、いないかにかかわらず、そういった場合は、職務代理を選

任にして進行しているというふうに考えているところです。 

委員  日額で設定しているところもありますけれども、こうして情報公開がきちんとなされ

ていますと、区民の方も、他区の状況を見ると、「えっ」なんて思うかもしれないので

伺ったんですが、分かりました。 

    それから、１８ページの教育委員会ですが、非常に細かいところで申し訳ないんです

けれども、費用弁償を支給している日数が、委員が４人いらっしゃって、１番目と４番

目の方は途中ですので、また、２番目、３番目が４２日間、５２日間ということですが、

お忙しい方が委員になるのでしょうけれども、全部が全部、出席できないと思いますが、

この辺は１０日間も違うので、どうなんでしょうか。 

教育委員会事務局次長 
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    委員の方は、色々と御都合がございますので、全員の方が出席していただくものと、

教育委員会を代表して御一人に出席していただくものと、種類が色々とございます。 

    そういった中で、２番、３番の方は有職者、お仕事をお持ちの方なので、なかなか御

都合が、平日はつかないということがございまして、職務代理の方に、お仕事をなさっ

ていないもので、お願いして、行っていただいているというような経緯がございます。 

    具体的に言いますと、大学の公開講座ですとか各表彰式、そういったものについては、

できるだけ皆さんでということでしておりますが、最低１人は出てくださいというよう

な内容になっているものでございます。 

委員  同じような質問なのですけれども、２１ページの農業委員会の選挙委員さんの費用弁

償の日数が載っておりますが、多い方で、１番の方が３２日間、３番の方が１１日間、

これも恐らくお仕事をお持ちの方だと思いますが、半分以下のところがあるので、この

辺は、特に統制、規制していなんでしょうけれども、どうなんでしょうか。 

課長  農業委員会に対する御質問、今日は大変申し訳ないんですけれども、明日から農業ま

つりがあるために農業委員の担当課長が来てございませんので、はっきりしたことは申

し上げられないのですけれども、後ほど事情を聞きまして、お知らせさせていただくと

いうことでよろしいでしょうか。 

委員  少しの差ならいいのですけれども、日にちの差が多いので、伺ったので。 

    以上でございます。 

会長  ほかにございませんか。 

    なければ、次に、区長等の特別職の給料月額、区議会議員の報酬月額については、平

成７年５月１日付で改定されて以降、現在まで据え置かれております。 

    また、一般職員については、今回の人事委員会勧告によって０．１５％引き上げられ

ますが、その支給水準は、平成７年５月１日時と比べるとまだ低い状況です。 

    また、行政委員の報酬月額については、平成２５年４月１日に改定したところであり

ます。今後とも、他区の動向を見守る必要があります。 

    以上のことから、区長等特別職の給料月額、区議会議員及び行政委員の報酬月額につ

きましては、据え置くことが妥当であると考えますが、いかがでしょうか。 

（異議なしの声あり） 

会長  よろしいですね。 

    次に、特別職等の期末手当については、事務局から説明があったとおり、平成１８年

度以降、一般職員の特別給の増減率に比例し、期末手当の改定を行ってきております。 

    本年においても、一般職員の増減率２．３３％に倣い、支給月数を０．１カ月引き上
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げることが妥当であると思いますが、いかがでしょうか。 

（異議なしの声あり） 

会長  では、左様、決定いたします。 

    それでは、この後、本日の審議結果に基づき、事務局において答申案の準備をいたし

ます。答申案の準備のため休憩させていただきます。準備ができ次第、審議会を再開い

たしますので、よろしくお願いいたします。 

    暫時休憩します。 

（休憩） 

会長  それでは、審議会を再開いたします。 

    答申案について、職務代理から説明を願います。 

職務代理 

それでは、これより答申案の概要について御説明いたします。 

    ３ページを御覧ください。 

    特別職報酬等の額の適否。 

    区長、副区長、教育長及び区議会議員並びに行政委員の報酬等の額は、その果たす役

割の重要性と職責に見合うものであるとともに、５６万区民の十分な理解と納得が得ら

れるものでなければならない。 

    これらをはじめ、社会経済情勢の動向や特別区人事委員会勧告の内容、国及び他自治

体との均衡などを総合的に判断した結果、当審議会では次の結論に達した。 

    （１）区長、副区長、教育長及び常勤監査委員の給料月額並びに区議会議員及び行政

委員の報酬月額について。 

    区長、副区長、教育長及び常勤監査委員の給料月額及び区議会議員の報酬月額は、一

般職員の月例給の動向も考慮される。そこで、今回の特別区人事委員会の勧告に伴い、

区長の給料月額等の引上げについて検討した。 

    区長の給料月額等は、平成７年５月１日に改定され、現在まで据え置かれている。 

    一方、一般職員の月例給は、今回、特別区人事委員会によって０．１５％の引上げが

勧告された。０．１５％の引上げを反映させた一般職員の給料指数は、現在の区長の給

料月額等が定められた平成７年度を１，０００とした場合、約９９８．１５‰である。

平成７年度と比較するといまだ低い。 

    よって、一般職員の月例給については引き上げられるが、区長、副区長、教育長、常

勤監査委員、区議会議員の給料月額等については引き上げず、据え置くことが妥当であ

る。 
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    また、教育長及び常勤監査委員以外の行政委員の報酬月額については、生活給として

ではなく、勤務実績に対する反対給付としての性格のみを有し、区長の給料月額等の性

格とは異なる。そのため、区長の給料月額等とは別の考え方で、額の適否について審議

しなければならない。 

    行政委員の報酬月額については、平成２３年の当審議会において、特別区の平均額を

上回るものについては、平成２５年度までに各区の平均程度に額の引下げを行うよう提

言を行い、平成２５年４月に改定したところである。今後とも、他区の動向を見守る必

要から据え置くことが妥当である。 

    （２）区長、副区長、教育長及び常勤監査委員並びに区議会議員の期末手当について。 

   特別区人事委員会勧告による一般職員の引上げ率（２．３３％）に倣い、０．１０月引

上げ、３．４５月から３．５５月とすることが妥当である。 

    以上でございます。 

会長  ありがとうございました。ただいま答申案について説明いただきました。 

    いかがでしょうか。御異議ございませんか。 

（異議なしの声あり） 

会長  それでは、原案のとおり答申することといたします。 

    それでは、区長をお呼びいたしますので、しばらくお待ちいただきたいと思います。 

（区長入室） 

部長  それでは天野会長から、答申書を坂本区長にお渡しいただきます。 

会長  東京都板橋区特別職報酬等審議会。特別職報酬等の額について答申いたします。 

区長  どうもありがとうございました。 

部長  以上をもちまして、本日の審議会は閉会といたします。 

    本日は、大変お忙しい中、皆様ありがとうございました。 

 


